
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 3 2 1 1 区役所運営事業

一般 3 2 1 2 広報広聴事業

一般 3 2 1 3 魅力発信・賑わいづくり事業

一般 3 2 1 4 みなみ商店街等活性化事業

一般 3 2 1 5 南区あったかいふるさとまつり事業

一般 3 2 1 6 みなみチャレンジごみ減量事業

一般 3 2 1 7 地域住民組織との連絡調整事業

一般 3 2 1 8 みなみ多文化共生推進事業

一般 3 2 1 9 みなみ減災推進事業

一般 3 2 1 10 地域で守ろう私の安全安心事業

一般 3 2 1 11 区民スポーツ支援事業

一般 3 2 1 12 区民文化活動支援事業

一般 3 2 1 13 青少年育成事業

一般 3 2 1 14 すこやか子育て支援事業

一般 3 2 1 15 健やか元気応援事業

一般 3 2 1 16 地域福祉保健計画等推進事業

一般 3 2 1 17 いきいきシニア健康応援事業

一般 3 2 1 18 認知症早期対応・見守り支援事業

一般 3 2 1 19 食とくらしの衛生支援事業

[南区]

令和５年度事業評価書　目次



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[南区]

令和５年度事業評価書　目次

一般 3 2 1 20 地域の力応援事業

一般 3 2 1 21 クリーン・グリーンロードみなみ

一般 3 2 1 22 統合事務費

一般 3 2 1 23 広報よこはま南区版発行事業

一般 3 2 1 24 専門相談事業

一般 3 2 1 25 クリーンタウン事業

一般 3 2 1 26 消費生活推進員事業

一般 3 2 1 27 緊急時情報システム運用事業

一般 3 2 1 28 スポーツ推進委員支援事業

一般 3 2 1 29 青少年指導員事業

一般 3 2 1 30 学校・家庭・地域連携事業

一般 3 2 1 31 健康づくり月間事業

一般 3 2 1 32 区庁舎管理費

一般 3 2 1 33 区民利用施設管理費



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 18,289 15,179 ▲ 3,110

分析
結果

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

495 504 9

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

‐ 123

妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

300 250 500 500 500

人 実績 335

単位 想定 500 -

226

参加者
（ライ
ブ配信
含む）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区役所運営事業

所管区局・課 南 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 1

事業概要

・区民に快適な区役所づくりを推進するため、人権啓発研修等の実施や改革推進委員会の活動、職員表彰を通じ、職
員の意識啓発や区役所のチーム力向上を図るとともに、来庁者にやさしい庁舎環境を整備します。
・市税の申告時期に身近に相談ができる機会を設け、納税者の利便性向上を図るほか、南区統計概要を発行し、区政
情報の提供を行います。加えて、戸籍課及び保険年金課の窓口混雑状況をリアルタイムに区ホームページから配信
し、窓口サービス向上に取り組みます。
・脱炭素社会の実現に向け、脱炭素社会への区民の関心を高め、行動変容につなげる普及啓発に取り組むほか、区民
利用施設等で環境負荷が軽減できる照明設備（ＬＥＤ）等に改修します。
・令和５年度の区制80周年に向け、区民や地域活動の施設管理者、区役所が一体となった周年を祝う取組を展開しま
す。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

職員向けの人権啓発研修、　区民を対象とした人権啓発講演会を実施します。

ライブ配信委託料の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

人権啓発推進事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度

PHSを導
入する
回線数

▲ 5,973

単位 18

細事業事業量

9

年度 元年度 ２年度 ４年度

実績 - - -

・求めるべ
きではない

回線

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

医療費
控除確
定申告
受付・
相談③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
来庁者が集中し混雑する申告期間に、専門家による申告相談を実施するとともに、要件ごとの
窓口にスムーズに案内することで、混乱防止、待ち時間の短縮等、申告受付体制の充実を図り
ます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 756

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

元年度 ２年度

725 539

７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性

感染症対策物品購入の減少等

区庁舎環境整備事業

来庁者や職員の意見をもとに、必要度・緊急度に応じて庁舎環境の改善を図ります。また、業
務見直しに対応した、レイアウトの変更を行います。

1,000 1,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

6

３年度

②

５年度 ６年度

9

市税啓発事業

３年度 ４年度

単位 想定 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

756 0

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・該当なし

年度

実績

想定 - - - 0

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 15,198 9,225

・委託不可

452552件



1,000

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

・維持
・規則・方
針

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 750 750

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

4

指標

2

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

1,000 1,000 900

750

決算

７年度

単位 900

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

統計概
要配布
部数

900 900

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

750

④

事
業
計
画

細事業名称 統計概要発行事業

細事業概要

各種統計によって得られた資料をまとめ、南区の移り変わりを記録し数値的にわかりやすく紹
介する冊子を発行します。
【配布先】公共施設、関係部署、自治会・町内会、関係機関、一般区民（窓口、ホームページ
掲載）

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

377 466 89
二色刷りからフルカラーに変更した
ため。

・委託不可 ・該当なし

部

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 885 869 ▲ 16 消耗品費減による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

主要事
業の進
行管理

単位

増減説明

2 2

決算

年度 ３年度 ４年度

4 2実績

4

⑤

事
業
計
画

細事業名称 区政推進事業

南区運営方針を策定し、広く区民に周知するとともに、南区内で行われる事業に関し、四半期
ごとの進行管理や関係機関との連絡調整を行います。

4 4 2 2想定



・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

・増える

妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

市民ニーズ

・委託不可
・目標設定
になじまな
い

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

- 1 1 1 1

事業費

円⑦

事
業
計
画

細事業名称 区制８０周年記念事業推進費

細事業概要
令和５年12月の区制80周年に向けて、区民一人ひとりの地域への愛着を育み、地域の絆の深化
と賑わいの創出につなげるため、区民（自治会町内会、地域団体、企業等）や施設管理者、区
役所が一体となり、周年を祝う取組を展開します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 1,000 1,000 新規事業のため

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

1,000,000

1,000,000

７年度

想定 ー ー

⑥

事
業
計
画

細事業名称 脱炭素行動普及啓発事業

細事業概要

・緑のカーテン栽培物品等提供
  希望する個人や地域のグループに対し、緑のカーテン栽培物品等を提供します。
・環境学習支援
  民間企業等が提供する環境に関する出前講座を区内市立小学校に紹介・実施します。
・小中学校等への花苗等配布【みどりアップ予算も活用】
　花の種・苗等を、区内の市立小・中学校、市立保育園へ配布します。
・区民利用施設照明設備等改修
　区民利用施設等で環境負荷が軽減できる照明設備等に改修します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 578 1,385 807
区民利用施設照明設備等改修（新
規）による増

細事業事業量 年度 元年度

指標

LED照明
設備等
改修施

設

単位 想定 - -

・維持

箇所 実績 - - - 1

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

実施根拠

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

ー

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

2,500,000 ー ー

実績

ー

ー ー



客観的指標に
基づく分析

12,000 20,000

分析
結果

20,000 20,000 20,000

窓口サービス向上事業

細事業概要

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

回 実績 － 11,637 6,789 31,293

・増える ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

細事業名称

・戸籍課及び保険年金課の窓口混雑状況を、リアルタイムに区ホームページから配信します。

指標

0 974 974 ４年度新規事業のため

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

７年度

HP閲覧
状況

単位 想定 － 12,000



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,491 166 ▲ 1,325

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

歳出予算科目

13,000 13,000

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・なし

・求めるべ
きではない

差引（増減）

・維持 ・該当なし
・目標を概
ね達成

(1)実施主体 (2)実施手法

1,491 166 ▲ 1,325

・該当なし
・目標を概
ね達成

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

13,000 13,000 13,000 13,000 13,000

部 実績 13,000

単位 想定 13,000 13,000

0

区民生
活マッ
プ発行
部数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 広報広聴事業

所管区局・課 南 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 2

事業概要

・委託不可 ・該当なし

・区民との協働により区政を進めていくために、広聴・広報の充実を図ります。
・南区で安心して生活できるために、区民生活マップ等を発行し、南区の地理情報や行政情報及び施設情報、防災情
報等を区民に提供します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・市民からの提案・団体陳情の受付・回答調整
・区庁舎窓口案内の運営（区庁舎窓口案内、各種広報印刷物の配布）、情報公開制度に係る開
示請求の受付
・着ぐるみやイラストなどの活用による南区マスコットキャラクター「みなっち」の普及
・市ウェブサイトの南区ディレクトリの管理（全体調整など）
・区民生活マップの発行、転入者・希望者への配布、南区HPへの掲載

区民生活マップ残部活用による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

・規則・方
針

事
業
計
画

事
業
実
績

広報広聴事業

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,399 5,045 1,645

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

125 130

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,167 1,168 ▲ 999

・該当なし
・目標を概
ね達成

130 137 140 140 140

団体 実績 125

単位 想定 125 125

137

公園愛
護会等
普及花
配布団
体数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 魅力発信・賑わいづくり事業

所管区局・課 南 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 3

事業概要

区の花「さくら」を中心とした南区の魅力を発信し、区内への誘客促進及び地域への愛着向上を図り、賑わいの創出
につなげます。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

桜開花時の情報発信、桜の伐採枝提供、小学生向け出前講座の実施、公園など視認性の高い場
所での普及花の栽培、区民等への普及花の花苗・種の配布等、区の花「さくら」のPR・普及啓
発を行います。

事業完了による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

区の花「さくら」普及啓発事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

部

ガイド
マップ
発行部
数

2,644

単位 40,000

魅力発信事業

ガイドマップや魅力PR動画の制作、みなみやげの拡充など、区の魅力の情報発信に取り組みま
す。

細事業事業量

40,000

年度 元年度 ２年度

3,876 事業拡大による増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

40,000

３年度 ４年度

実績 40,000 30,000 35,000

②

25,000

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・財源確保
が可能

・求めてい
ない

想定 40,000 30,000 40,000 40,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,232

・委託の拡
大不可



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,034 2,053 ▲ 981

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2 2

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

500 452 ▲ 48

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 2 2 2 2

事業 実績 2

単位 想定 2 2

2

補助事
業数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 みなみ商店街等活性化事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 4

事業概要

地域コミュニティの核としての役割を果たしている商店街の活性化及び地域経済の活力を維持するとともに、地域と
の連携を促進し賑わいの創出や魅力アップの取組を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

地域のふれあいや賑わいを創出する魅力ある商店街づくりや活性化を目的とした、商店街が中
心となって実施するイベント事業に対して補助金を交付します。（経済局区配予算との合算）

補助対象イベント内容縮小による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

商店街活性化イベント補助事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

店舗

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

出店数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
南区内の商店街のお得な商品や逸品を提供するイベントとして、南区内の商店街を広く区民の
皆様に紹介する場として南区商店街連合会との連携で商店街フェスタを開催します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 166

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

出店数

292

単位 12

商店街等活性化支援事業（商店街朝市）

南区内の商店街のお得な商品や逸品を提供するイベントとして、南区内の商店街を広く区民の
皆様に紹介する場として南区商店街連合会との連携で商店街朝市を開催します。

細事業事業量

12

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

375
商店街朝市実施（３年度は中止）に
よる増

12 12

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

12

３年度 ４年度

実績 8 中止 中止

②

元年度 ２年度

11 中止

７年度５年度

商店街フェスタ実施（３年度は中
止）による増

６年度

10

商店街等活性化支援事業（商店街フェスタ）

３年度 ４年度

単位 想定 12 12 12 12 12

473 307

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 10 10 10 11

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 83

・委託不可

9中止店舗



4

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 3 3

3 3 3

3

決算

７年度

単位 3

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

放送週
数

3 3

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

4

④

事
業
計
画

細事業名称 商店街等活性化支援事業（商店街ＰＲ事業）

細事業概要 商店街ＰＲビデオの市営地下鉄、乗合バス内での放映

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

2,285 754 ▲ 1,531 テイクアウトマップ作成終了による減

・委託の拡
大不可

・該当なし

周

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

まつりを通じて、区民相互の交流促進、郷土愛の醸成、文化活動の推進等を目的とした、区民と区内各種団体の協力
によりいきいきとした区づくりを推進します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

　南まつり、南区桜まつりを統合し、みなみ桜まつりを開催します。
　開催にあたっては、脱炭素社会への実現に向けた啓発を併せて行います。

新規事業による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

みなみ桜まつり事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 南区あったかいふるさとまつり事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 5

事業概要

― 100 100 100 100

団体 実績 ―

単位 想定 ― ―

35

出店・
ステー
ジ等参
加団体

数

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 9,200 9,200

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

― ―

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 7,900 10,700 2,800



想定 150,000 70,000 70,000 ―

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 7,900

―

分析
結果

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

―

３年度 ４年度

実績 70,000 中止 中止

②

1,500
令和４年度はみなみ桜まつり事業に
統合のため減。（Ｒ4.4月のみ実施）

参加人
数

▲ 6,400

単位 ―

南区桜まつり事業

区民相互の交流を促進するとともに、大岡川プロムナードの桜並木を始めとする南区の春の魅
力を南区内外に広くＰＲすることを目的として、南区桜まつりを開催します。

細事業事業量

―

年度 元年度 ２年度

人

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,624 3,095 ▲ 529

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1 11

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,619 1,635 ▲ 984

・該当なし
・目標を上
回った

10 15 15 15 15

回 実績 26

単位 想定 25 2

21

啓発イ
ベント
実施回

数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 みなみチャレンジごみ減量事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 6

事業概要

横浜市一般廃棄物処理計画（ヨコハマ３Ｒ夢プラン）の南区削減目標達成に向け、区民・事業者・区役所が目標を共
有し、協働のもと、ごみの発生抑制と減量化を進め、ごみのないまちづくりを推進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

(１)地域でチャレンジごみプロジェクト
　　南区の燃やすごみ量を減らすため、２つの重点分野（①プラスチック容器包装の削減、②　食品ロス
の削減）について、自治会町内会と連携し、地域住民の減量行動のきっかけとなる取組を毎年各２地区
（計４地区）ずつ実施する。
(２)リデュースプロジェクト　ごみ発生抑制
　　「もったいない」を合言葉に、食べ残しや手つかず食品の排出をなくし、使い捨てでない物を使って
いくことが、ごみの発生抑制につながる行動であることを訴え、事業者や地域団体と連携した取組を推進
する。
　　特に、駅やスーパー、公共施設などへの２つの重点分野（①プラスチック容器包装の削減、②食品ロ
スの削減）を啓発するポスターの掲出を強化して取り組みます。
(３)３Ｒ夢啓発事業
　　区民の集まる場所（スーパー・公共施設・駅等）での啓発活動、幼稚園・小学校に訪問しての出前講
座など様々な場面でごみの減量を呼び掛け、年間をとおして区民の方々へ目標の達成に向け啓発活動を進
めます。
　　また、減量講習会を開催するとともに、外国人や高齢者などにやさしい啓発活動を行います。
(４)単身世帯対策
　　転入の機会に加盟店舗の皆さまから転入者に対し、分別や粗大ごみの案内を行っていた
　だけるよう、神奈川県宅地建物取引業協会南支部に依頼し、啓発用のリーフレットの配架を行い、ごみ
の分別意識啓発の強化を図ります。
　　特に課題のあるごみ集積場所に多言語の分別告知パネルを掲出し、利用者に直接啓発します。

事業見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ヨコハマ３Ｒ夢プラン推進事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

表彰者数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
区推進本部会議を開催するとともに、ごみの減量・分別、地域の美化等に功績があった区民、
団体、企業等を表彰します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 17

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

清掃月間
イベント
参加者数

405

単位 2,200

街の美化推進事業

（１)清掃月間イベント
　　きれいな街づくりをきっかけに「地域の輪」を広げていくための清掃活動を行います。
　地域・事業者・学校などそれぞれが独自で行っているクリーンアップ活動を一緒に行い、街の美化だけ
ではなく、多世代交流、健康促進など、横のつながりを持った活動に繋げます。
（２)にぎわい空間の清掃活動（不法投棄防止策）
　・大岡川プロムナードの清掃活動（委託事業、花見・落葉期の４か月）を実施します。環境事業推進委
員の協力による地域の集積場所の見回りにおいて、早朝啓発や防止ステッカーの貼付等により不適正排出
防止の取組を推進します。また、美化推進重点地区（弘明寺駅・南区庁舎周辺）での啓発活動及び大岡川
プロムナードの清掃活動を実施します。
　・不法投棄排出防止看板等告知物を製作し、関係者と連携して不適正排出防止の取組を推進します。

細事業事業量

2,100

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,393
イベント参加者の増加に伴う記念購
入数の増

7 7

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2,400

３年度 ４年度

実績 3,600 0 3,821

②

元年度 ２年度

5 6

７年度５年度

会議開催による増

６年度

3,321

南区環境にやさしい街づくり

３年度 ４年度

単位 想定 5 6 7 7 7

67 50

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 3,000 3,000 2,000 2,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 988

・委託不可

77
人・
団体



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

地域住民組織である自治会町内会との連絡調整等を円滑に進めるために、自治会町内会への依頼業務の負担軽減対策
としての配送業務の委託や、自治会町内会長感謝会等を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

自治会町内会への配布物を各団体が指定する場所に配送します。

配送業務委託料の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

配送業務の委託

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域住民組織との連絡調整事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 7

事業概要

2,050 2,040 2,040 2,040 2,040

個 実績 2,060

単位 想定 2,060 2,060

2,040

配送
個数
／年

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,515 1,722 207

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

2,060 2,050

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,502 3,215 713



件 5,000

・委託の拡
大不可

6,000

想定 20 20 20 20

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 385

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

13,000 16,500

７年度５年度

啓発物品の在庫活用による減

６年度

41

自治会町内会加入促進及び自治会町内会支援

３年度 ４年度

単位 想定 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

516 ▲ 86

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

5,000 5,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

20

３年度 ４年度

実績 27 20 27

②

977 感謝会開催による増（３年度は中止）

役員
表彰者

数

592

単位 20

自治会町内会長感謝会の開催及び永年役員表彰の実施

・自治会町内会を代表し、運営を総括する会長の日頃の労苦に感謝の意を表するため、感謝会
を開催します。（５年在職の会長に対し、感謝状と記念品を贈呈）
・自治会町内会の役員を永年務めた方に区長感謝状を贈呈します。

細事業事業量

20

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

・宅建協会横浜南部支部等に協力を依頼し、物件契約時に居住者に対して自治会町内会の加入
案内をお渡ししてもらい、加入率向上に努めます。
・加入促進リーフレットを子育て等の若い世代が利用する公共施設等で配布し、将来の担い手
確保につなげます。
・加入促進多言語版リーフレットを使用して加入促進の啓発を行います。
・防犯事業等、他の事業と連携し加入促進の啓発を行います。
・地域活動推進費・地域防犯灯維持管理費補助金について、新しく役員になった方々の負担軽
減を図り、かつ、受付から補助金支出までをスムーズに行うため、従来の説明会実施とは異な
る視点でも自治会町内会を支援する方法を模索します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 602

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

印刷
部数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,347 5,564 217

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2,018 1,608

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・事務改善
が可能

・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,987 1,989 2

・該当なし
・目標を下
回った

2,700 2,700 2,700 2,700 2,700

件 実績 2,727

単位 想定 2,700 2,700

1,785

外国人
向け相
談件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 みなみ多文化共生推進事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 8

事業概要

南区で暮らす外国籍等住民と、地域の住民が、互いに気持ちよく生活できるように、通訳ボランティアや通訳タブ
レット端末の配置や多言語ガイドの作成を行い、外国籍等住民への情報提供や生活相談等の支援を行います。また、
外国籍等住民とともに地域を支援する人材を育成します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

みなみ市民活動・多文化共生ラウンジで外国籍等住民を支援する取組を行います。
・日本語ボランティア講座等の開催、通訳付き無料専門相談を実施
・地域で行う行事等の通訳の派遣、チラシ等の翻訳の実施

契約残

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

外国人共生支援事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

通訳ボラ
ンティア
派遣件数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

・「日本語による意思疎通が難しい区役所来庁者が、スムーズに区役所での手続を行うための支援策」及
び「通訳ボランティアの育成事業の一環」として、通訳ボランティアを配置します。
・通訳ボランティアが不在時でもスムーズに続きが行えるよう、主要な手続を行う窓口に通訳タブレット
端末を配置します。
・区政情報や官公署などの情報を掲載した多言語ガイドを南区ホームページで掲載し、そのURLや二次元
コードが記載されたチラシを南区に転入された外国籍等住民に配布します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 948

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

ラウンジ
教室実施

回数

▲ 6

単位 2

多言語によるごみ適正排出促進事業

・ごみの分別についての教材を活用し、みなみラウンジや日本語教室で啓発します。
・ごみ適正排出ステッカー（中国語・英語等）を作成し、ごみ集積場所に掲出します。

細事業事業量

2

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

189 契約決定による金額の減

135 135

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

３年度 ４年度

実績 2 1 1

②

元年度 ２年度

33 0（休止）

７年度５年度

中国語の通訳ボランティアを繁忙期
（8.10.2.3月）のみ、週３回（月・
水・金）に増やしたため。

６年度

1

多言語による窓口案内事業

３年度 ４年度

単位 想定 331 0（休止） 98 135 135

1,249 301

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 2 2 2 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 195

・委託不可

13598件



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える ・なし

75

分析
結果

部

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 29 51

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

4,600

指標

4,600

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

75 75 60

98

決算

７年度

単位 63

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・規則・方
針

・該当なし
・目標を上
回った

・求めるべ
きではない

・増える

実施回
数（打
合せ除
く）

63 63

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

79

④

事
業
計
画

細事業名称 学校を核にした多文化共生事業

細事業概要
・外国籍・外国につながる児童が10％以上の小学校において、ボランティアによる多文化共生
事業を実施します。
・ボランティア向けの研修を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

888 1,047 159 実施回数の増

・委託の拡
大不可

・該当なし

回

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 1,328 1,090 ▲ 238 児童扶養手当、保育集中受付時の通訳方法変更による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

リーフ
レット
発行部

数

単位

増減説明

4,600 4,600

決算

年度 ３年度 ４年度

4,600 4,600実績

4,600

⑤

事
業
計
画

細事業名称 多言語による子育て支援事業

・乳幼児健診時に通訳を配置します。（中国語・英語・タガログ語）
・子育てに関する各種相談窓口を紹介する「南区こども家庭相談リーフレット」の外国語版
（中国語・英語・タガログ語・ハングル）を作成し、区内の幼稚園・保育園、小学校、中学
校、高校及び関係機関などに配布します。

4,600 4,600 4,600 4,600想定



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 12,552 13,801 1,249

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

10 8

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,279 820 ▲ 459

・該当なし
・目標を概
ね達成

12 12 12 12 12

％ 実績 17

単位 想定 12 12

12

防災出
前塾実
施回数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 みなみ減災推進事業

所管区局・課 南 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 9

事業概要

・災害時、被害を最小限に抑える「減災」に向けた防災活動に取り組みます。
・災害時に被害の発生を最小限に抑えるため、区内の全自治会町内会で災害時要援護者の把握や平常時からの見守り
体制づくりを協働で進めます。
・災害時に安定した医療を提供できるよう、南区災害医療連絡会議等によるネットワーク強化、区民への啓発活動、
医療救護隊訓練等を実施し、災害医療体制の充実をはかります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

防災フェアを開催し、啓発冊子・パンフレットの配布、防災用品展示等を通して地域住民の自
助・共助意識の向上を図ります。また、自治会・町内会、赤ちゃん学級や若年層を対象に防災
出前塾を開催し、災害時の自助・共助の必要性・重要性を啓発します。そのほか若年層の防災
意識を高めるため市民防災センターのバスツアーを実施し、将来の地域防災活動の担い手の育
成を支援します。

R3年度は防災パネルを作成したため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

防災啓発事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件数

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

名簿提
供者数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

 平成25年の災害対策基本法の改正（名簿の作成義務・地域団体への名簿の提供）により、26年度以降改
めて自治会町内会との協定の再締結を進めてきました。2年度末時点で165の有効な協定があり、今後も名
簿を提供していない自治会町内会に対して働きかけを行います。
(1) 区保有名簿の作成・更新
    区が保有する名簿を健康福祉局から提供されるデータに基づき更新します。
(2) 地域の支援者向け会議の開催
    見守り活動を行っている地域の支援者やこれから活動を行おうと考えている方々に対し、名簿提供方
法の説明会の
  ほか、個人情報の取扱いや名簿を活用した取組事例を紹介する研修会等を開催します。
(3) 災害時要援護者名簿・活動支援物品の地域への提供
    区と協定を締結した自治会へ区の保有する要援護者名簿を提供するとともに、地域における要援護者
支援の取組を
  支援するため、活動等に役立つ物品等を提供します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,510

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

感震ブ
レーカー
購入・

設置補助

1,045

単位 400

減災対策支援事業

家具転倒防止器具、ガラス飛散防止フィルム、感震ブレーカーなど自助対策の支援を行いま
す。また、南区防災マップ等を活用し、より多くの区民へ災害リスクや減災対策の必要性につ
いて周知します。

細事業事業量

400

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

3,262 感震ブレーカーチラシ全戸配布のため

6,464 6,538

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

400

３年度 ４年度

実績 - 88 295②

元年度 ２年度

5,780 6,294

７年度５年度

活動支援物品購入費の増

６年度

257

災害時要援護者支援事業

３年度 ４年度

単位 想定 5,780 6,294 6,242 6,316 6,390

2,674 164

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を下
回った

・契約方法
の工夫が可
能

・負担割合
の工夫が可
能

年度

実績

想定 - 400 400 400

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,217

・委託の拡
大不可

6,1516,242人



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持 ・条例

80

分析
結果

拠点

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 63 63

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

25

指標

13

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

80 80 80

64

決算

７年度

単位 80

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

即時避難
区域の避
難情報取
得手段へ
の登録率

80 80

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

57

④

事
業
計
画

細事業名称 災害対策本部運営強化事業

細事業概要
災害対策本部の強化として備蓄品、備品等の更新及び風水害時の避難所運営や災害時ボラン
ティア等に必要な物品等を購入するとともに、緊急時に電話、FAX、Eメールなど複数のツール
による情報伝達手段を確保します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

4,462 4,108 ▲ 354
R３年度は本部強化物品（発電機）購
入のため減

・委託不可 ・該当なし

％

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 1,550 2,335 785

R4年度はレスキューシート購入のた
め増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

備蓄庫
資機材
点検・
修繕

単位

増減説明

13 12

決算

年度 ３年度 ４年度

13 12実績

12

⑤

事
業
計
画

細事業名称 地域防災拠点運営強化事業

各地域防災拠点の資機材の点検・修繕を実施します。また、各拠点での防災資機材取扱研修や
横浜防災ライセンス保持者のスキルアップ講習を支援します。

25 13 13 12想定



客観的指標に
基づく分析

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

4 4 4 4 4

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

⑥

事
業
計
画

細事業名称 災害医療体制強化事業

細事業概要

(1)　南区災害医療連絡会議等
　　・南区災害医療連絡会議(年1回程度）・通信訓練（年6回）・災害時診療旗掲出訓練（年2回）
(2)　医療救護隊活動（訓練）
　　・医療救護隊活動マニュアル整備
　　・医療救護隊訓練（年数回）
(3)　啓発事業
　　・リーフレットの配布　・広報等での周知

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 532 601 69 医療救護隊装備品拡充による増

細事業事業量 年度 元年度

指標

訓練・
研修回数

単位 想定 2 2

回 実績 4 1 3 1

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

１　交通安全対策として、小学生から高齢者に至るまで一貫性のある教育を段階的かつ体系的に行うとともに、交通
安全の広報啓発活動を行います。また、放置自転車対策及びスクールゾーン対策を地域の他の団体と協力して実施し
ます。
２　犯罪が起きにくい「安全で安心して暮らせるまちづくり」のために、地域の自主的な防犯活動を支援するととも
に、区民の防犯に対する意識を高める啓発活動を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・南区交通安全対策協議会を運営し、区内の関係機関と連携を取りながら安全対策を実施
・各種交通安全運動の実施
・シルバーリーダーを活用した自転車のマナーアップキャンペーンの実施
・区内小学生を対象にしたはまっ子交通安全教室の実施
・交通安全区民総ぐるみ大会において式典及び実践教室を実施。あわせて交通安全功労者表彰
を実施。
・幼稚園児等とその保護者を対象に交通安全教室を実施
・地域の交通安全教室を支援
・南交通安全協会との協働により、新入学児童へ配布するランドセルカバーを作成します。

ランドセルカバー負担金の増等

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

交通安全支援事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域で守ろう私の安全安心事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 10

事業概要

25 25 25 25 25

回 実績 20

単位 想定 25 25

19

安全教
室実施
回数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

959 1,056 97

・該当なし
・目標を概
ね達成

9 19

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 7,796 7,822 26



日 336

・委託不可

252

想定 53 113 93 149

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,640

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

516 456

７年度５年度

委託日数の減

６年度

162

放置自転車対策事業

３年度 ４年度

単位 想定 516 516 456 336 336

1,148 ▲ 307

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

336 336

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

80

３年度 ４年度

実績 53 113 93

②

1,880 電柱巻更新数の増

電柱巻の
更新本数

240

単位 80

スクールゾーン対策事業

・路面標示及び電柱巻標識の新設・更新
・スクールゾーン推進組織への助成金交付

細事業事業量

99

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 南区内８駅に自転車等マナーアップ監視員を配置

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,455

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

本

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

配置日数
（８駅合

計）

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 地域防犯活動支援

・防犯物品や防犯ステッカー等を地域に配布し、防犯パトロールなど地域の自主的な防犯活動
を支援します。
・買物や散歩といった日常生活の中で防犯グッズを身に付け防犯活動を兼ねてパトロールを実
施していただく「まち歩き防犯パトロール」の登録者を広く募集し、地域における防犯パト
ロールの充実を図ります。
・区内の新小学１年生に防犯ブザーの配付や子ども110番の家のマップの作製など、子どもの安
全対策活動を支援します。
・防犯パトロールカーを活用した小学校周辺のパトロールや地域の夜間パトロールを年間を通
して業者委託し、地域における犯罪発生の抑止及び児童等の交通事故防止を図ります。

16 16 16 16想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 2,954 3,083 129 防犯活動支援物品に係る経費増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

地域防犯
活動支援
物品配付

団体

単位

増減説明

16 16

決算

年度 ３年度 ４年度

16 16実績

16

④

事
業
計
画

細事業名称 防犯啓発活動

細事業概要

・警察や防犯協会等と連携し、区民まつり等のイベント時やキャンペーン等での防犯啓発活動
を実施します。
・特殊詐欺被害防止対策を広報よこはま、地域情報誌等の広報媒体を活用し、より広く周知し
啓発を行います。また、消費生活推進員と連携し、出前講座等の場でも注意喚起します。
・県の補助を活用した特殊詐欺対策機器の貸出しを継続して行い、その効果検証を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

760 604 ▲ 156 入札残

・委託不可 ・該当なし

回

年度 元年度 ２年度

分析
結果

3 3

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

6

5 3 3

4

決算

７年度

単位 3

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・増える

啓発
キャン

ペーン・
広告数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 6 4

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

16

指標

16

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

団体

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える
・規則・方
針

5



分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし

防犯・
犯罪情
報等

メール

単位 想定 52 52

回 実績 52 52 52 52

⑥

事
業
計
画

細事業名称 防犯情報提供等

細事業概要

・関係団体と活動情報の共有を行い、安全で安心なまちづくりを推進するため、多方面からの
啓発イベントを行います。
・防犯・犯罪情報等をメール配信に登録した人に定期的に配信し、犯罪被害の防止に役立てま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 28 48 20 物品経費増

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

52 52 52 52 52

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,613 556 ▲ 1,057

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

57 89

４年度 増減説明

決算

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 300 300

・該当なし
・目標を上
回った

122 122 122 122 122

人 実績 122

単位 想定 122 122

150

スポー
ツ事業
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区民スポーツ支援事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 11

事業概要

区民のスポーツ振興を図るため、各種目別競技団体の大会、教室等を実施している南区スポーツ協会及び「南の丘
トレイルウォーキング」を主催している南区スポーツ推進委員連絡協議会に補助金を交付します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

スポーツイベントや年間を通して開催する種目別の大会・教室等を主催するスポーツ協会に補
助金を支出します。

事業実施による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

スポーツ協会支援事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人

南の丘ト
レイル
ウォーキ
ング参加
者数

256

単位 300

区民体力づくり事業

南区スポーツ推進委員連絡協議会に補助金を交付し、山坂の多い南区の地形と豊かな自然環境
を生かしたアップダウンを含む約10㎞の長距離・健脚者向けトレイルコースを設定し、より運
動強度の強い、区民の体力づくりを目的とした事業として実施します。

細事業事業量

300

年度 元年度 ２年度

256 事業実施による増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

300

３年度 ４年度

実績 92 中止 中止

②

140

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 300 300 300 300

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,591 1,352 ▲ 239

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

100 300

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,329 1,050 ▲ 279

・該当なし
・目標を下
回った

2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

人 実績 4,700

単位 想定 2,500 2,500

1,800

来場者
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区民文化活動支援事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 12

事業概要

区民が主体的に行う文化活動等に補助金を交付するなどの支援を行います。活動の支援を通して、地域の賑わいづく
りや地域人材の発掘、育成を促します。

細事業の分析

①

・負担割合
の工夫が可
能

区内で文化活動を行っている区民や団体が日頃の成果を発表する場の提供及び区民が様々文化
活動に触れ、交流することで、南区の文化振興を図ります。

サイネージ購入による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

南区文化祭支援事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

団体

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

読書活動
推進事業
研修会・
講演会参
加人数③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
南区内の読書活動を推進するため、読書活動推進講演会等を実施し、「読書の楽しさ」や「新
たな本に触れる」きっかけを提供します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 112

・条例
・民間と競
合

・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

交付団
体数

75

単位 1

南区文化賑わい支援事業

区内で行われる文化活動等や賑わいの創出のための活動に対して、補助を行います（最大３年
間）。
団体の活動の「助走支援」を行うことで、団体の活動が持続的に行えるよう目指し、活動を通
じて地域の魅力アップを図ります。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

225
補助金交付団体が当初の見込みより
少なかったことによる残

400 400

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 3 3 1

②

元年度 ２年度

108 55

７年度５年度

局予算による講演会の開催

６年度

2

南区読書活動推進事業

３年度 ４年度

単位 想定 - - - 250 400

77 ▲ 35

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を下
回った

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担割合
の工夫が可
能

年度

実績

想定 4 4 4 4

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 150

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

25283人



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

青少年の健全育成を図るため、地域団体が主催する事業に事業に対して補助金の支出を行います。
また、区内学校の児童・生徒と地域住民の交流活動を支援するために必要な経費を計上します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

青少年の交流を図る事業に補助金の交付を行い、青少年の健全育成を図ります。

印刷等に係る費用の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

青少年活動補助金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 青少年育成事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 13

事業概要

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

編 実績 2,588

単位 想定 3,000 3,000

1,714

ボイス
作文

応募数

４年度 増減説明

決算

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

560 910 350

・該当なし
・目標を概
ね達成

997 1,627

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,035 1,324 289



・民間移管
が可能

想定 0 2 5 5

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 475

・該当なし
・求めるべ
きではない

11

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

-

３年度 ４年度

実績 1 2 8

②

413 アドバイザー派遣委託終了による減

連絡
会、検
討会実
施回数

▲ 62

単位 -

学校と地域の交流応援事業

・区内学校の児童・生徒と地域住民との交流活動を促進します。
・学校・地域コーディネーターの活動促進のため、学校・地域コーディネーターとともに、連
絡会、研修会を企画・実施します。

細事業事業量

-

年度 元年度 ２年度

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,811 6,171 1,360

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

110 110

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

350 587 237

・該当なし
・目標を概
ね達成

110 110 110 110 110

回 実績 110

単位 想定 110 110

94

実施
回数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 すこやか子育て支援事業

所管区局・課 南 こども家庭支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 14

事業概要

養育者の子育て力の増進と相談体制の充実を図り、地域ぐるみで子育てを応援し養育者支援を強化します。
また、地域での見守りと子育て支援によって、児童虐待の未然防止や障害児の地域からの孤立を防止します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

０歳児を持つ養育者向けの育児教室「赤ちゃん学級」を区内11会場において会場ごと年10回開
催します。

コロナウイルス感染症の減少による
開催回数の増加

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

赤ちゃん学級

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

親カウン
セリング
相談者数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

（１）養育サポート事業
　　　児童虐待の予防につながるよう、養育者に対する心理的な支援をします。育児不安のあ
る養育者に心理職が個別面接を行います（ママカウンセリング事業）。
（２）子どもの居場所づくりネットワーク
　　　居場所づくりのネットワーク連絡会を通して、アドバイザーの助言を得ながら子どもの
居場所の活動を支援します。また、子どもの居場所マップの更新増刷、活動団体の周知媒体
（パネル等）を作成し、地域に広く周知し必要な繋がりを支援します。
（３）啓発物品作製及び配布
　　　児童虐待を未然に防ぐため、相談窓口等の情報を掲載した啓発物品の作製及び配布を実
施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,814

・なし ・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

実施
回数

▲ 8

単位 4

土曜両親教室

平日の両親教室に参加できない妊婦及びパートナーのために、年４回土曜両親教室を開催しま
す。

細事業事業量

4

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性 負担の

公平性
(1)実施主体 (2)実施手法

267 コロナウイルス感染症に伴う中止の減

168 168

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

4

３年度 ４年度

実績 138 80 4②

元年度 ２年度

155 91

７年度５年度

啓発物品作成を障害者施設へ委託し
たことによる増

６年度

77

児童虐待予防事業

３年度 ４年度

単位 想定 258 240 168 168 168

2,145 331

分析
結果

・増える ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

年度

実績

想定 4 4 4 4

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 275

・全部委託
が可能

5875回



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

・維持 ・なし

100

分析
結果

部

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 23 41

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

30,900

指標

32,500

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

30 30 40

29

決算

７年度

単位 40

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めてい
ない

・維持

事業参加
児童数

40 40

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

122

④

事
業
計
画

細事業名称 障害児地域交流活動推進事業

細事業概要
障害児の余暇支援と障害児理解の普及啓発・情報発信を目的に「学齢障がい児夏休み支援運営
委員会」に補助金を交付します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

243 268 25 イベント実施内容による増

・委託の拡
大不可

・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 1,121 1,356 235 80周年啓発物品作成による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

リーフ
レット・
マップ配

布数

単位

増減説明

32,500 32,500

決算

年度 ３年度 ４年度

32,500 32,500実績

32,500
⑤

事
業
計
画

細事業名称 子育て情報提供事業

・子育てに関する相談窓口を紹介する「南区こども家庭相談リーフレット」を作成し、赤ちゃ
ん訪問時や区内の幼稚園・保育園、小学校、中学校、高校及び関係機関などに配布します。
・地域の子育て情報をまとめた「子育て応援マップ」を作成し、母子手帳交付時、赤ちゃん訪
問時、また、区外から転入してきた家庭及び関係機関などに配布します。また、感染対策・視
覚的に効果的なタブレット端末による相談支援を行います。
・周年事業の一環として、子育て啓発のバンダナを作成し、地域の子育て関係者にバンダナを
身に着けてもらいます。

30,000 32,500 32,500 32,500想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

4 3 3 3 3

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

参加園數

園

⑦

事
業
計
画

細事業名称 みなっち杯えきでん交流事業

細事業概要 区内認可保育園の年長児を対象に、えきでん大会を開催します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

858 696 ▲ 162 コロナ感染拡大に伴う実施方法の変更

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

36

36

７年度

想定 35 35

⑥

事
業
計
画

細事業名称 保育園応援隊

細事業概要
地域の方々と各園で、花苗の手入れや公園清掃などの屋外活動を中心に行い、地域に貢献しま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 151 113 ▲ 38 コロナの感染拡大に伴う回数減

細事業事業量 年度 元年度

指標

交流事業
実施園数

単位 想定 5 4

件 実績 5 4 4 4

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

34

・該当なし
・求めてい
ない

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし

36 36 36

実績

36

26 33

・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

-

７年度

保育園及
び幼稚園
の園數

単位 想定 - - 51

分析
結果

51 51 51

みんなでおどろう南区音頭

細事業概要
区内の幼稚園及び保育園間の交流を図り、また、地域への愛着を深めるため、南区制80周年に
向けて南区音頭の踊りのDVDを作成し、配布します。DVDをもとに各園で踊るとともに、先生向
けの踊りの講習会を開催します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

園 実績 - - - 51

・減る ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

細事業名称

0 740 740 新規事業による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,356 5,104 ▲ 252

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

114 148

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,507 1,185 ▲ 1,322

・国事業と
類似・重複

・目標を下
回った

209 209 215 215 215

回 実績 200

単位 想定 209 209

191

啓発事
業実施
回数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 健やか元気応援事業

所管区局・課 南 福祉保健 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 15

事業概要

１　働き・子育て世代である成人期を中心として、ライフステージに合わせた生活習慣病の発症予防や重症化予防の
啓発、食育の推進などにより日頃からの心身の健康づくりを支援します。
　  あわせて、新型コロナウイルス感染症に対応するため、必要な物品等を購入します。
２　国民健康保険加入者の特定健診の受診率向上を図ることで、市民の健康寿命延伸に貢献します。
３　「自殺対策基本法」「自殺総合対策大綱」「横浜市自殺対策計画」に基づき、自殺対策への普及啓発や、局、関
係機関及び区役所各課と連携を取りながら、南区職員全員が『ゲートキーパー』を目標に、自殺対策への取組を行い
ます。
４　障害者及び関係者のネットワークを活用し、障害者の地域生活の充実に向けた支援を行います。
  　また、区民に対し障害者に関する意識啓発や相談支援を行う専門的人材の育成に取り組みます。
５　健康福祉まつりの開催を通して、健康増進に向けた普及啓発を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

生活習慣の改善に向けた取り組みを実施します。
・食生活習慣を整えていけるように区民や食育関係者等へのリーフレットやイベントを活用し
た啓発や講座を開催します。
・健診結果を振り返って生活習慣改善に繋げるための啓発や講座を開催します。

局配付予算活用による残

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

健康づくり推進事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

％

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

ゲート
キーパー
育成数③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

・自殺対策強化月間（令和4年9月、令和5年3月）に、区役所、区民利用施設等に普及啓発を実
施します。
・鉄道事業者や関係団体と連携し、自殺対策に関するポスターを掲出します。
・南区職員全員が「ゲートキーパー」を目標に、研修受講者等には「ゲートキーパーカード」
を配布し、引き続きゲートキーパー人材を育成します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 677

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

国民健
康保険
特定健
診受診

率

17

単位 -

国民健康保険特定健診受診率向上事業

・特定健診受診対象者のうち未受診者に電話により受診勧奨を行い受診率の向上を図ります。
・自治会、町内会の掲示板や回覧などを活用し、ポスターやチラシによる受診啓発を行いま
す。外国語の案内リーフレットによる外国籍の加入者への受診啓発にも取り組みます。

細事業事業量

41

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

340
勧奨用に携帯電話をリースしたこと
による増

1,265 1,390

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

-

３年度 ４年度

実績 23 19 22

②

元年度 ２年度

109 243

７年度５年度

予算額の減、経費節減による減

６年度

-

自殺対策事業

３年度 ４年度

単位 想定 - 234 368 1,015 1,140

483 ▲ 194

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

想定 31 33 36 38

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 323

・一部委託
が可能

734647人



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を上
回った

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし
・負担割合
の工夫が可
能

・維持
・規則・方
針

ー

分析
結果

人

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 ー 17

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

8,610

指標

2,394

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

50 50 60

25

決算

７年度

単位 70

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・求めてい
ない

・維持

受講後
プログ
ラム実
施率

80 80

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

ー

④

事
業
計
画

細事業名称 障害者サポート事業

細事業概要

・障害福祉サービス事業所の利用者を対象とした運動指導等の講座を実施します。
・区民等に障害理解を促す普及啓発を行います。
・地域精神保健家族会に対し、アドバイザー派遣を行います。
・障害者の相談支援の従事者を対象とした研修を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

1,531 1,505 ▲ 26 運動指導等の講座委託料の減

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

%

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 318 1,591 1,273 事業実施による増（３年度は中止）

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

来場者
数

単位

増減説明

1,000 1,000

決算

年度 ３年度 ４年度

中止 中止実績

5,000

⑤

事
業
計
画

細事業名称 いきいきふれあい南なんデー

新型コロナウイルス感染症対策を勘案し、３密対策を講じて「いきいきふれあい南なんデー」
を実施します。

8,000 5,000 1,000 1,000想定



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

南区の福祉保健を推進するために地域の福祉保健の課題を地域と区役所・関係機関・団体等が一体となり共有し、取
組む仕組みづくりが求められています。それらの様々な課題を解決するために南区福祉保健計画を推進する中で区民
とともに取り組みます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

「みなみの福祉保健」を考える懇談会を開催し、関係機関等と連携・強化し、南区地域福祉保
健計画を推進します。
南区地域福祉保健計画の推進について、南なんデー、地域メディア等によって広く区民に広報
啓発を行います。
南区地域福祉保健計画の推進に繋げるため、地域活動を行う団体及び地区に対して補助金を交
付します。

新型コロナウイルス感染症拡大のため第
４期地域福祉保健計画スタートアップイ
ベントについてイベントの規模縮小をし
たため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

南区地域福祉保健計画推進事業

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域福祉保健計画等推進事業

所管区局・課 南 福祉保健 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 16

事業概要

34 18 18 18 18

回 実績 34

単位 想定 34 34

18

地福計画
に関する
会議回数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,443 2,101 ▲ 2,342

・該当なし
・目標を概
ね達成

33 34

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,443 2,101 ▲ 2,342



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

１ 地域包括ケアシステム推進事業
　地域包括ケアシステムの構築に向けた南区アクションプランを推進するとともに、地域ケア会議を実施・支援しま
す。
２ お元気21高齢者推進事業
   高齢者が自ら介護予防を実践しながら普及啓発活動を行うボランティアを育成し、地域における介護予防健診等
の事業を協働で実施します。また、ボランティアとともに継続的に介護予防に取り組む場づくりの支援や、フレイル
予防・ロコモティブシンドローム予防・認知症予防等介護予防の必要性及び実践の普及を推進していきます。
３ 地域ささえあい活動推進事業
　地域における支えあい活動を推進するため、高齢者等の交流活動や定期的な活動等を支援します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

地域包括ケアシステムの構築に向けた南区アクションプランを推進するとともに、地域ケア会
議を実施・支援します。

委託事業終了による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地域包括ケアシステム推進事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 いきいきシニア健康応援事業

所管区局・課 南 高齢・障害支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 17

事業概要

25 25 25 25 25

回 実績 23

単位 想定 25 25

26

地域ケア
会議開催

回数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

829 221 ▲ 608

・該当なし
・目標を概
ね達成

6 18

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,730 1,883 ▲ 847



地区 16

・委託不可

16

想定 400 200 200 200

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 955

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

元年度 ２年度

16 16

７年度５年度

新型コロナに伴う補助金交付先での
活動規模縮小に伴う減

６年度

342

地域ささえあい活動推進事業

３年度 ４年度

単位 想定 16 16 16 16 16

930 ▲ 16

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標を上
回った

16 16

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

200

３年度 ４年度

実績 491 81 294

②

732 在庫活用による減

お元気で
21健診受
診者数

▲ 223

単位 200

お元気21高齢者推進事業

(1)かいご予防サポーター等の養成・支援
　介護予防の普及啓発や介護予防健診(お元気で２１健診)の運営を担う「かいご予防サポーター」の養成と活動支援を
行います。
　ア　かいご予防サポーター講習会：東京都健康長寿医療センターの研究したおたっしゃ健診（介護予防健診）や、介
護予防の必要性や具体的な取り組みを学び、地域で介護予防の普及啓発や介護予防健診の運営を担うボランティア「か
いご予防サポーター」を養成します。
　イ　かいご予防サポーター活動支援
　　　ステップアップ研修や各地域包括支援センターエリア毎のブロック会議の開催、定例会等を開催し、既存のボラ
ンティアの支援を実施します。
　
(2)かいご予防サポーターと協働した介護予防普及啓発
　ア　介護予防健診（お元気で２１健診）の実施
　　　かいご予防サポーターや地域包括支援センターと共に、高齢者が歩いて出かけられる身近な地域で、お元気で２
１健診を実施し、介護予防の取組に関する普及啓発を行います。また、地域包括支援センターの介護予防事業との連携
や高齢者の集う場への出張健診を実施し、より多くの高齢者が早期に介護予防に取り組むことのできるきっかけづくり
を実施します。
　イ　かいご予防サポーターによるお元気２１出前講座の実施
　　　地域の高齢者の集う場（老人クラブ、地域のグループ等）にかいご予防サポーターが出向き、体力測定や出前講
座（認知症予防・介護予防など）を実施し、元気なうちから介護予防に取り組むきっかけづくりを行います。
　ウ　かいご予防サポーター活動に必要な媒体や資料の作成・配布

細事業事業量

200

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性 負担の

公平性(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 ひとり暮らし高齢者等の定期訪問及び連絡会運営・研修等を支援します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 946

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

高齢者等
定期訪問
事業実施
地区数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性 負担の

公平性(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

認知症になっても安心して暮らせるまちづくり、認知症の早期診断・早期対応の観点から、認知症サポート医などと
連携した認知症に関する啓発などの実施、行方不明となった高齢者の早期発見・保護に向けた日頃の見守り活動の充
実を目指す。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

１　医師等による講演会など認知症普及啓発の実施
　　医師などによる認知症の正しい理解と対応について講演会等を実施し、早期診断・早期対応の重要性を伝えるとと
もに、認知症の方や家族が安心して、住み慣れた地域でできる限り生活できるよう区民へ啓発します。
　〇講演会の開催（２回）
　　地域の状況に合わせ、各地域包括支援センターと協力して実施します。（エリア別）
　　なお、開催にあたっては、認知症キャラバン・メイト自身の認知症に関する知識の確認・スキルアップ研修の機会
とします。
　〇認知症の講演会や区民の多く集まるイベントなどで、タッチパネルによる物忘れ相談プログラムを活用すること
で、専門医の診断や認知症初期集中支援チームによる早期発見や早期診断につながるきっかけをつくります。

２　区民向けの認知症関連リーフレット製作、「(仮）南区認知症サポーターの証」製作及び情報誌等を用いての認知
症事業啓発をします。
　〇区や地域包括支援センターの相談業務や事業実施（講演会他）の際、対象者へ認知症関連リーフレットを配布しま
す。また、三師会と連携し、区民向けリーフレット等の配布を継続的に医療機関等にて実施します。
　〇認知症サポーター養成講座受講者への「オレンジリング」無償配布終了（令和２年度末）に伴い、南区独自の
「(仮）南区認知症サポーターの証」を製作し受講者へ配布します。
　〇情報誌等を用いて、認知症の早期受診・早期対応につながる認知症の事業啓発を行います。

３　認知症キャラバン・メイト支援
　〇区内の認知症キャラバン・メイトが、身近な地域で認知症の方を見守り、支え合えるよう充実した啓発活動（認知
症サポーター養成講座）などができるよう研修会・連絡会を実施し支援します。
　〇地域包括支援センターごとに、連絡会や勉強会を実施し、認知症キャラバン・メイト活動の内容の充実を図りま
す。

啓発動画の作成・放映完了による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

認知症の啓発

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 認知症早期対応・見守り支援事業

所管区局・課 南 高齢・障害支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 18

事業概要

200 400 400 400 400

人 実績 1,525

単位 想定 1,700 1,500

790

新規認知
症サポー
ター数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,062 875 ▲ 1,187

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

258 273

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,398 1,755 ▲ 643



人 44

・委託不可

54

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

元年度 ２年度

47 45

７年度５年度

３年度がコロナで事業を縮小したため

６年度

1（書面開催）

見守り支援

３年度 ４年度

単位 想定 50 50 50 50 50

189 18

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

50 50

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 1
1（書面開

催）
1

②

14 消耗品費の増

検討会等
実施回数

8

単位 1

認知症サポート医との連携

認知症サポート医を中心に区関係各課の協力を得て、南区の認知症に関する課題の把握と効果的な早期対
応の取り組みについて検討します。南区医師会認知症対策委員会、在宅療養支援ネットワーク会、認知症
疾患医療センターと連携し、かかりつけ医の受診の機会などをとおして、認知症に関する早期の相談につ
なげる環境づくりを目指します。また、歯科医師会、薬剤師会、福祉関係者、介護保険事業者とも連携し
て関係者のネットワークを構築し、認知症対策を進めます。
南区認知症初期集中支援チームを広く周知し、ケース支援を通じて区域の現状・課題の把握と関係者で取
組について検討します。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

１　認知症等により行方不明になった高齢者等を早期に発見し、本人の安全の確保とその養護者の不安の
軽減を図るとともに、地域で認知症高齢者と養護者等を支える環境づくりを目的とする「南区認知症高齢
者あんしんネットワーク事業」を促進します。
２　リーフレットを活用してあんしんネットワークの普及を図り、必要な方の登録を促します。
３　あんしんネットワーク連絡会を開催し、認知症に関する知識や協賛、協力機関の課題を共有及び支援
体制の強化を図り、地域の見守り・早期発見体制(ネットワーク)の向上に取り組みます。（１回）
　　また、同連絡会においては、認知症に関する専門知識を有する医師等の講演により、商店街、コンビ
ニ等の協賛機関に認知症の方への対応方法等を習得してもらう機会にしていきます。
４　登録者には、登録証と名札シールを配布し、行方不明時に早期発見できるようにします。
５　事業推進のために、協賛、協力機関を拡大していけるよう、引き続き、公共交通機関、医療機関、介
護保険事業者に対して、リーフレットの配布等事業周知を行い協力依頼をしていきます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 171

・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

新規登録
者数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 権利擁護の啓発

細事業概要
成年後見制度や終活に関する普及啓発を目的とした講座を開催します。また、南区版エンディ
ングノートを関係各所にて通年配布します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

160 677 517 教材DVD作成のための増

・委託不可 ・該当なし

冊

年度 元年度 ２年度

分析
結果

1,000 1,000

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

1,780

1,500 1,000 1,000

833

決算

７年度

単位 1,000

客観的指標に
基づく分析

・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・増える

エンディ
ングノー
ト配布数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 630 1,213

指標

1,500



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 909 935 26

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

450 335

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

453 448 ▲ 5

・該当なし
・目標を概
ね達成

300 350 350 350 350

件 実績 264

単位 想定 300 300

510

食の安全
に関心が
あるｱﾝｹｰ
ﾄ回答数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 食とくらしの衛生支援事業

所管区局・課 南 生活衛生 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 19

事業概要

・食中毒等を未然に防止するため、食品関連事業者等に対し、食品衛生等に関する啓発を行います。ゴキブリやトコ
ジラミ等の衛生害虫やハチに関する知識や防除方法について啓発を行います。
・犬猫の飼い主に、ペット飼育のマナー向上とペットの防災対策についての啓発を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

南区民や区内を訪れる観光客などが安全に食事を楽しめるよう区内営業者に対しては、新型コ
ロナウイルス感染拡大予防ガイドラインを引き続き周知していきます。また、食中毒予防に関
するリーフレットを郵送などにより配布し、食の安全・衛生知識の普及啓発を行います。

後納郵便使用実績による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

食品衛生知識の普及・衛生支援事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

ペット
同行避難
訓練等の

開催

31

単位 5

動物適正飼育及び災害時ペット対策推進事業

・犬猫の飼い主に、ペット飼育のマナー向上とペットの災害対策について啓発を行います。
・各地域防災拠点に対してペットの一時避難場所の設置等の支援を行います。

細事業事業量

5

年度 元年度 ２年度

487 セミナーや事業等の再開に伴う増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

5

３年度 ４年度

実績 7 1 3

②

11

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 3 0 1 3

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 456

・委託不可



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

「地域協働の総合支援拠点」として、区役所の地域支援機能の強化を図り、地域に寄り添い、地域が抱える課題等の
解決にともに取り組み、市民主体の地域運営を進めます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・最新の国勢調査結果に基づき更新します。
・区役所内のデータの共有化を進めます。

委託内容変更による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地区別情報収集・発信事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域の力応援事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 20

事業概要

2 6 3 3 3

回 実績 -

単位 想定 - -

6

BIツール
研修実施

回数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,249 1,463 215

・該当なし
・目標を概
ね達成

- 3

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,884 3,318 434



件 -

・民間移管
が可能

2

想定 150 150 150 180

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,357

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

年度

実績

元年度 ２年度

- -

７年度５年度

新規事業による増

６年度

114(125)

地域の力応援補助金事業

３年度 ４年度

単位 想定 - - - 2 4

250 250

分析
結果

・増える ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

6 6

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

180

３年度 ４年度

実績 181 153(411) 21(288)

②

1,605
コーディネーター派遣事業の統合及
び区配事業への上乗せによる増

地域活動
発表会参
加（視

聴）者数

248

単位 180

地域づくり応援事業【前年度：地域連携情報発信事業】

・地域で活動する人や自治会町内会と連携した好事例を地域情報誌「キラリ」で発信します。
また、これから地域活動を始める方向けの講習会（寺子屋みなみ）を開催し、地域活動への参
加を促進し、地域活動の担い手づくりを進めます。
・職員のさらなるレベルアップによる区役所の地域支援機能の充実を目指し、研修を実施しま
す。
・ICT機器の体験講習会の開催やICT機器の貸出を通じ、地域活動団体等にICTを活用したコ
ミュニケーション（ウェブ会議など）を身近に感じてもらい、地域の新しいつながりや新たな
活動スタイルのきっかけづくりを応援します。

細事業事業量

180

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 新たに地域の課題解決や魅力づくりに取り組む団体へ補助金を交付します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

人
（回
）

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

補助金
交付団
体数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 款 項 目南土木事務所

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

地域の身近な道路の清掃、美化活動を行うボランティア団体と土木事務所が協働して、地域課題の解消に向けた活動
を行い、魅力ある街づくりを推進します。
　令和4年度は、低木植樹の分かりやすい管理マニュアルを作成・配布するとともに、空き植樹帯への補植を進めま
す。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

管理マニュアルのデータ化及び印刷製本を行います。
また、３年度の調査結果を基に、低木植栽の補植を実施します。

植栽帯調査が減少したため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ハマロード・サポーター協働事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 クリーン・グリンロードみなみ

所管区局・課 南 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 21

事業概要

600 700 ‐ ‐ ‐

千円 実績 ‐

単位 想定 ‐ 500

353

事業費

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

605 353 ▲ 252

・該当なし
・目標を概
ね達成

495 605

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 605 353 ▲ 252



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

各課で事務・運営を行っていくために必要な事務費を適正に執行します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

(1)  区役所全体及び総務課の運営に要する事務費   (2)  職員研修事業  (3)  南区防災対策
連絡協議会

複写機用消耗品、備品等購入の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

総務課

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 統合事務費

所管区局・課 南 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 22

事業概要

実績

単位 想定

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,310 3,017 ▲ 1,293

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 32,798 31,711 ▲ 1,087



・委託不可

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 241

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度 ７年度５年度

イベント増加による消耗品費等増

６年度

地域振興課

３年度 ４年度

単位 想定

852 381

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

215 消耗品購入の減▲ 26

単位

区政推進課

広報・広聴事業や窓口案内等の事務に必要な物品の購入や支払いを行います。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 地域振興課の出張旅費・後納郵便の支払い及び課共通物品等の購入を適切に行っていきます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 471

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 税務課

市税の賦課徴収のための調査等にかかる出張旅費

想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 351 331 ▲ 20 旅費の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

実績

④

事
業
計
画

細事業名称 戸籍課

細事業概要 戸籍担当、登録担当、個人番号カード交付業務等を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

3,624 3,496 ▲ 128 消耗品、郵便、出張などの減

・委託不可 ・該当なし

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

・測ること
はなじまな
い

・なし



・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし

実績

単位 想定

実績

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 区会計室

細事業概要 職員の出張及び事務用消耗品の購入

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 137 78 ▲ 59 必要物品精査による減

細事業事業量 年度 元年度

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 福祉保健課

細事業概要 福祉保健課、生活衛生課に係る事務費を執行します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

706 669 ▲ 37 後納郵便・タクシー借上げの減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

７年度

想定

実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めてい
ない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

市民ニーズ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



実績

・該当なし

単位 想定

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

⑩

事
業
計
画

細事業名称 こども家庭支援課

細事業概要
こども家庭支援課事務事業の運営のために、必要な物品の購入、複写機の使用、通知等の郵送
及び職員の出張（自動車借上げ）に係る経費を執行します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,890 1,894 4

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

⑨

事
業
計
画

細事業名称 高齢障害支援課

細事業概要
高齢・障害支援課の運営のため、職員の旅費、自動車借上げ料、また、物品の購入、郵送物等
に係る経費を執行します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,420 1,187 ▲ 233

実績

単位 想定

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

郵送経費の減

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

通信運搬費の増

５年度 ６年度 ７年度

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性



負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

単位 想定

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

効率性・経済性

⑬

事
業
計
画

細事業名称 土木事務所

細事業概要 土木事務所の運営に要する事務費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 341 250 ▲ 91
事務所内害虫駆除費用の減（３年度
実施）

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実績

６年度 ７年度

・求めるべ
きではない

想定

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

⑪

事
業
計
画

細事業名称 生活支援課

細事業概要

(1)生活保護の相談・申請を受けた後、①金融機関・生命保険会社・社会保険事務所等へ調査依頼書を発
送②扶養義務者に対して扶養依頼書を発送③地区担当員が要保護者の所在地を訪問・実地調査を行い、全
てを勘案し決定を行い、決定通知書を発送します。
(2) 被保護者については、それぞれ年間を通して、①定期訪問や必要に応じて病状調査や病院、施設など
の関係機関への訪問②定期的に収入申告書を徴収し、収入に応じて保護費の認定変更を行った場合、決定
通知書を発送します。
(3)決定に基づき保護費の支給及び現物支給の支払いを行います。
(4)被保護者の医療扶助の決定、介護扶助の決定を行い、毎月の医療券・介護券を発行します。
(5)就労支援専門員は、被保護者の就労支援のため面接・ハローワークへの同行訪問・企業訪問等を行い
ます。
(6)教育支援専門員は、被保護世帯の中学３年生を対象に高校進学のための支援として、同席面接・同行
訪問を行います。
(7)年金相談専門員は、新規に保護を開始した世帯の年金受給資格の調査を行い、社会保険事務所への訪
問・文書照会を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 19,247 19,659 412

実績

単位

通信運搬費の増

細事業事業量 年度

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法



⑭

事
業
計
画

細事業名称 統計選挙係

細事業概要
統計選挙係事務運営費
区選挙管理委員会の運営に要する事務費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 60 63 3 出張旅費の増加

細事業事業量 年度

単位 想定

実績

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

・区政情報や地域の様々な情報を提供するため、広報よこはま南区版を発行します。
・福祉保健センターが実施する事業を案内した広報紙を発行します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

広報よこはま南区版を発行し、区政情報を発信します。
・分かりやすい広報を目指し、内容に応じてやさしい日本語も活用しながら事業所管課と記事
作成を行います。
・紙面に催事等の申込方法を掲載する際には、電話やFAXなど誰もが利用可能な手段に加えて、
記事の内容やターゲットに合わせて利便性が高い二次元コードを活用するよう事業所管課へ働
きかけます。
・区民が求める情報を把握し、紙面に反映することを目的として、読者アンケートを実施しま
す。

印刷費・デザイン委託料の単価増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

広報よこはま南区版発行事業

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 広報よこはま南区版発行事業

所管区局・課 南 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 23

事業概要

1,128,000 1,128,000 1,112,400 1,112,400 1,112,400

部 実績 1,117,100

単位 想定 1,128,000 1,128,000

1,106,300

広報よこ
はま発行

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

6,319 6,382 63

・該当なし
・目標を概
ね達成

1,112,800 1,113,600

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 6,667 6,727 60



・委託の拡
大不可

想定 94,000 94,000 94,000 94,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 349

・該当なし
・求めるべ
きではない

92,700

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

92,700

３年度 ４年度

実績 92,700 92,700 92,800

②

345 入札残

「福祉保
健セン

ターから
お知ら

せ」発行

▲ 4

単位 92,700

福祉保健センター広報・啓発事業

福祉保健センターが実施する事業を案内する「福祉保健センターからのお知らせ（保存版）」
を発行します。（年１回）

細事業事業量

92,700

年度 元年度 ２年度

部

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

・法律相談や司法書士相談、税務相談など、専門家による相談を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・様々な悩みを抱えた区民に対し、専門家からの適切な助言を提供するために専門相談を実施
します。
　（法律相談、司法書士相談、税務相談、行政書士相談、公証相談、民事調停手続相談、行政
相談、交通事故相談）

年間カレンダーによる回数変動に伴
う増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 専門相談事業

所管区局・課 南 区政推進 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 24

事業概要

48 49 51 51 51

回 実績 49

単位 想定 49 47

49

法律相
談

事
業
計
画

事
業
実
績

専門相談事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,372 1,404 32

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

47 48

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,372 1,404 32



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

美化推進重点地区（弘明寺地区、南区総合庁舎・阪東橋駅周辺地区）で、委託による美化活動（清掃、ポイ捨て防止
啓発）を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

美化重点地区（弘明寺地区、南区総合庁舎・阪東橋駅周辺地区）における清掃及び廃棄物回収
運搬処分を事業者に委託して実施します。

人件費、燃料費等の高騰に伴う増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 クリーンタウン事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 25

事業概要

14 14 14 14 14

回 実績 71

単位 想定 72 72

14

清掃回
数

クリーンタウン事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

254 255 1

・該当なし
・目標を概
ね達成

41 16

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 254 255 1



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

消費生活推進員が消費生活に関する知識を身につけ、消費者の生活安定と向上のための活動が展開するように支援す
るとともに、快適で暮らしやすい地域づくりを目的として、地域に根付いた活動の展開に取り組みます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

消費生活推進員が消費生活に関する知識を身につけ、消費者の生活安定と向上のための活動が
展開するように支援するとともに、地域に根付いた活動の展開に取り組みます。

活動機会の増加による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 消費生活推進員事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 26

事業概要

5 5 6 7 8

回 実績 5

単位 想定 5 5

5

出前講座
回数

事
業
計
画

事
業
実
績

消費生活推進員事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

222 226 4

・該当なし
・目標を概
ね達成

0 0

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 222 226 4



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 415 412 ▲ 3

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

543 554

事
業
計
画

事
業
実
績

緊急時情報システム運用事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

415 412 ▲ 3

・該当なし
・目標を下
回った

618 618 618 618 618

人 実績 478

単位 想定 618 621

578

登録人
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 緊急時情報システム運用事業

所管区局・課 南 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 27

事業概要

災害時の迅速な情報伝達手段の確保を図るため、電話を利用した緊急時情報システムの運用を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

大型台風等の気象情報や開設する避難所について自治会町内会の代表者等へ、電話にて周知す
る。

発信実績の減少

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

地域でのスポーツレクリエーションの振興を行っている南区スポーツ推進委員連絡協議会に補助金を交付します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

南区スポーツ推進委員連絡協議会に補助金を交付します。

新任者ユニフォーム代の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

スポーツ推進委員活動補助金

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 スポーツ推進委員支援事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 28

事業概要

50 50 50 50 50

人 実績 49

単位 想定 50 50

33

各種
スポーツ
イベント
開催数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,042 1,785 ▲ 257

・該当なし
・目標を下
回った

8 12

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,042 1,785 ▲ 257



様式３

区 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

南区青少年指導員協議会に補助金を交付し、学校・家庭以外の第三の場や多様な世代との交流、体験の機会を提供す
ることで、青少年の健全育成を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

横浜市が委嘱する青少年指導員の活動に対する補助金を支出します。

ユニフォーム購入数の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

青少年指導員事業

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 青少年指導員事業

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 29

事業概要

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

人 実績 34,612

単位 想定 30,000 30,000

18,203

地区
イベント

のべ
参加者

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,000 2,352 352

・該当なし
・目標を下
回った

195 970

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,000 2,352 352



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 710 720 10

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

8 8

事
業
計
画

事
業
実
績

学校・家庭・地域連携事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

710 750 40

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

8 8 8 8 8

件 実績 8

単位 想定 8 8

8

活動委
員会数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 学校・家庭・地域連携事業

所管区局・課 南 こども家庭支援 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 30

事業概要

学校・家庭・地域及び青少年関係団体などの相互の情報共有・連携を促進し、青少年の健全育成を図るため、区内の
学校・家庭・地域連携事業実行委員会に対し支援を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区内８中学校区の学校・家庭・地域連携事業実行委員会が行う事業に対し、補助金を交付し、
学校、家庭、地域の相互の情報共有・連携促進を図ります。

R3コロナによる事業実施減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 180 180

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

中止 中止

健康づくり月間事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 180 180

・該当なし
・目標を上
回った

5,000 1,000 1,000 1,000 1,000

人 実績 8,610

単位 想定 8,000 5,000

2,394

来場者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 健康づくり月間事業

所管区局・課 南 福祉保健 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 31

事業概要

健康増進に向けた普及啓発を行う健康福祉まつり「いきいきふれあい南なんデー実行委員会」に補助金を交付しま
す。

細事業の分析

①

・負担割合
の工夫が可
能

健康づくり月間に実施している「いきいきふれあい南なんデー」を通じて、健康啓発、保健啓
発、生活衛生に関する相談、障害者福祉やボランティア等の事業をＰＲします。

３年度はコロナのため、事業中止。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 160,522 184,020 23,498

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

132,080 155,892 23,812

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区庁舎管理費

所管区局・課 南 総務 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 32

事業概要

区庁舎等の維持管理を行います。
・南区総合庁舎
　所在地：南区浦舟町2-33　構造：区役所・公会堂CFT造地上7階地下1階　消防署RC造6階　土木事務所S造
　施設内容：区役所、土木事務所、消防署、公会堂、駐車場（立体駐車場132台）
・公用車:(平面駐車場35台)区長車1台、総務課3台、区政推進課1台、税務課3台、地域振興課3台、福祉保健センター
6台
　　　　　土木事務所：監督車6台、作業車2台(区づくり分)、パトロール車1台、ホイールローダ1台
・区民活動支援センター
　名称：「みなみ市民活動・多文化共生ラウンジ」　所在地：南区浦舟町3-46 複合ビル10階の一部702.1㎡

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

区庁舎、駐車場及び公用車等の管理運営を行います。

光熱水費の単価上昇等による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

区庁舎

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
土木事務所の庁舎及び車両の管理運営を行います。
・土木事務所：地上１階・Ｓ造
・監督車：６台、作業車：２台、パトロール車：１台、ホイールローダ：１台

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 4,528

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

▲ 88

単位

区民活動支援センター

区民活動支援センターの管理運営を行います。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

21,443 入札残

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

元年度 ２年度 ７年度５年度

車両リース更新契約による増

６年度

土木事務所

３年度 ４年度

単位 想定

5,072 544

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 21,531

・委託の拡
大が可能



指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・維持

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

④

事
業
計
画

細事業名称 区庁舎修繕費

細事業概要 区庁舎に関する設備の修繕に対応します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

2,383 1,607 ▲ 776 区庁舎・公用車の修繕実績の減による

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

区 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 379,352 381,488 2,136

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

40,404 43,123 2,719

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 区民利用施設管理費

所管区局・課 南 地域振興 会計 3 2 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 33

事業概要

区民利用施設の管理運営を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

公会堂の管理運営を行います。

設備管理費、光熱費の上昇による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

公会堂

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6,190

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

159

単位

地区センター

指定管理者制度による管理運営を行います。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

155,952 指定管理料の上昇による

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

元年度 ２年度 ７年度５年度 ６年度

スポーツ会館

３年度 ４年度

単位 想定

6,190 0

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・負担は適
切である

年度

実績

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 155,793

・委託の拡
大不可



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

・増える
・法律・政
令

分析
結果

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・増える

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

④

事
業
計
画

細事業名称 ログハウス

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

7,965 7,965 0

・委託不可 ・該当なし

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 28,724 28,724 0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

実績

⑤

事
業
計
画

細事業名称 老人福祉センター

指定管理者制度による管理運営を行います。

想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めてい
ない

⑦

事
業
計
画

細事業名称 コミュニティハウス（学校施設活用型）

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

15,219 15,219 0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

７年度

想定

⑥

事
業
計
画

細事業名称 コミュニティハウス（条例型）

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 76,074 76,230 156 電気工作物点検費の発生等による

細事業事業量 年度 元年度

指標

単位 想定

実績

単位

分析
結果

・規則・方
針

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし

実績

・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

７年度

単位 想定

分析
結果

スポーツセンター

細事業概要 指定管理者制度による管理運営を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

遊具点検・植栽管理の実績減による

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

実績

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

38,519 38,489 ▲ 30 目的外使用料償還金の発生なしによる減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

⑨

事
業
計
画

細事業名称 広場・遊び場

細事業概要
子どもの遊び場の管理運営を管理運営委員会に委託します。
町のはらっぱについて管理運営委員会に対し補助金を支出します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,348 1,051 ▲ 297

実績

単位 想定

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・該当なし



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度

⑩

事
業
計
画

細事業名称 国際交流ラウンジ

細事業概要 国際交流ラウンジの管理運営を管理運営団体に委託します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 8,524 8,524 0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

実績

単位

単位 想定

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

修繕個所の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

⑪

事
業
計
画

細事業名称 区民利用施設小破修繕

細事業概要 区民利用施設の修繕を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 592 22 ▲ 570

実績

想定

分析
結果

・維持 ・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・負担は適
切である




